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Ⅰ．調査の概要 

 

１．調査目的 

本調査は、創業準備者や初期創業者の抱える課題やニーズを把握し、行政機関や支援機関等

における創業支援施策実施のための基礎資料とすることを目的とする。 

 

２．調査対象 

「東京商工リサーチ企業データファイル」から抽出した平成26（2014）年から平成30（2018）

年までの県内における創業企業、及び、同じく「東京商工リサーチ企業データファイル」を用

いて無作為で抽出した同期間内に商業登記における設立を行った企業の計2,000事業所とした。 

 

３．調査基準日 

令和元（2019）年７月１日現在 

 

４．調査方法 

郵送による配布･回収 

 

５．定義及び用語の解説 

 

（１）業種別 

「日本標準産業分類（平成25（2013）年10月改定）」における以下の大分類を用いた。 

本文中の分析にあたっては、９事業所以下の回答数が少ない業種は除いて考察する。 

 

農業,林業、漁業、鉱業,採石業,砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道

業、情報通信業、運輸業,郵便業、卸売業,小売業、金融業,保険業、不動産業,物品賃貸業、学

術研究,専門・技術サービス業、宿泊業,飲食サービス業、生活関連サービス業,娯楽業、教育,

学習支援業、医療,福祉、複合サービス業、サービス業（他に分類されないもの） 

 

（２）経営者の年齢別 

経営者の年齢の区分を、「30代以下」「40代」「50代」「60代以上」の４区分とした。 

 

（３）創業後年数別 

創業後年数の区分を、「３年未満」「３年以上～５年未満」「５年以上」の３区分とした。 

 

６．有効回答数 

調査対象先数  ：2,000サンプル 

配達不能未達先数：60サンプル 

有効回答数   ：324サンプル 

  有効回答率   ：16.7％ 

  （注）有効回答率＝有効回答数/（調査対象先数－配達不能未達先数） 
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Ⅱ．調査結果 

 

１．経営状況 

 

（１）創業時の年齢 

創業時の年齢は、「30代以下」が27.7％と最も高く、次いで、「40代」（26.5％）、「50代」（23.9％）

となっている。 

業種大分類別にみると、卸売業,小売業や建設業で「30代以下」が、不動産業，物品賃貸業

や学術研究，専門・技術サービス業などで「40代」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると５年以上で「30代以下」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.1 創業時の年齢 

平　均
（歳）

全　　体 N=310 48.0      

農業，林業 N=12 45.9      

建設業 N=52 43.9      

製造業 N=18 52.6      

卸売業，小売業 N=36 48.2      

不動産業，物品賃貸業 N=25 47.7      

学術研究，専門・技術サービス業 N=27 49.5      

宿泊業，飲食サービス業 N=16 46.0      

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 39.4      

医療，福祉 N=39 49.0      

サービス業（他に分類されないもの） N=28 52.2      

３０代以下 N=46 31.7      

４０代 N=77 40.7      

５０代 N=90 49.9      

６０代以上 N=90 60.5      

３年未満 N=88 50.3      

３年以上～５年未満 N=127 50.1      

５年以上 N=94 42.8      

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

27.7 

33.3 

36.5 

16.7 

38.9 

24.0 

14.8 

31.3 

56.3 

20.5 

14.3 

100.0 

36.4 

3.3 

7.8 

18.2 

22.0 

44.7 

26.5 

16.7 

30.8 

27.8 

11.1 

40.0 

37.0 

25.0 

18.8 

33.3 

21.4 

-

63.6 

33.3 

1.1 

31.8 

25.2 

23.4 

23.9 

33.3 

19.2 

22.2 

27.8 

24.0 

29.6 

25.0 

12.5 

28.2 

28.6 

-

-

63.3 

18.9 

25.0 

27.6 

18.1 

21.9 

16.7 

13.5 

33.3 

22.2 

12.0 

18.5 

18.8 

12.5 

17.9 

35.7 

-

-

-

72.2 

25.0 

25.2 

13.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３０代以下 ４０代 ５０代 ６０代以上

 

 

 

 

 

（注１）グラフ中の表記について、Nまたはｎは有効回答数を示す。 

（注２）グラフの数値は小数点第二位以下を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場

合がある。 

（注３）クロス集計については、全体の割合と比較して５ポイント以上高い９サンプル以上の項

目について考察する。 



3 

（２）経営組織 

経営組織の形態は、「法人組織」が93.6％を占め、「個人経営」は6.4％に留まっている。 

業種大分類別にみると、学術研究,専門・技術サービス業やサービス業（他に分類されない

もの）で「法人組織」が他と比較して高くなっている。また、創業後年数別にみると５年以上

で「個人経営」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.2 経営組織 

全　　体 N=312

農業，林業 N=12

建設業 N=52

製造業 N=18

卸売業，小売業 N=36

不動産業，物品賃貸業 N=25

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=17

医療，福祉 N=40

サービス業（他に分類されないもの） N=28

３０代以下 N=46

４０代 N=75

５０代 N=91

６０代以上 N=92

３年未満 N=85

３年以上～５年未満 N=128

５年以上 N=96

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

6.4 

8.3 

5.8 

5.6 

11.1 

16.0 

-

6.3 

17.6 

5.0 

-

2.2 

9.3 

2.2 

10.9 

3.5 

3.1 

13.5 

93.6 

91.7 

94.2 

94.4 

88.9 

84.0 

100.0 

93.8 

82.4 

95.0 

100.0 

97.8 

90.7 

97.8 

89.1 

96.5 

96.9 

86.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

個人経営 法人組織
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（３）創業後の年数 

創業後の年数は、「３年以上～５年未満」が41.1％と最も高く、次いで、「５年以上」（31.0％）、

「３年未満」（27.9％）となっている。 

業種大分類別にみると、不動産業,物品賃貸業や医療,福祉などで「３年以上～５年未満」が、

建設業で「５年以上」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると40代で「３年未満」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.3 創業後の年数 

平　均
（年）

全　　体 N=319 5.3        

農業，林業 N=12 3.3        

建設業 N=54 5.1        

製造業 N=18 3.1        

卸売業，小売業 N=37 5.3        

不動産業，物品賃貸業 N=26 10.8      

学術研究，専門・技術サービス業 N=27 3.3        

宿泊業，飲食サービス業 N=16 6.9        

生活関連サービス業，娯楽業 N=18 5.0        

医療，福祉 N=40 3.4        

サービス業（他に分類されないもの） N=28 6.7        

３０代以下 N=47 3.9        

４０代 N=79 4.3        

５０代 N=93 4.6        

６０代以上 N=93 7.6        

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

27.9 

33.3 

22.2 

38.9 

21.6 

23.1 

37.0 

18.8 

33.3 

27.5 

39.3 

27.7 

34.2 

29.0 

23.7 

41.1 

50.0 

37.0 

33.3 

48.6 

53.8 

37.0 

37.5 

27.8 

52.5 

28.6 

42.6 

32.9 

43.0 

45.2 

31.0 

16.7 

40.7 

27.8 

29.7 

23.1 

25.9 

43.8 

38.9 

20.0 

32.1 

29.8 

32.9 

28.0 

31.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年未満 ３年以上～５年未満 ５年以上
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（４）創業した市町 

創業した市町（地区）は、「宇都宮地区」が38.8％と最も高く、次いで「那須地区」（13.4％）、

「両毛地区」（12.2％）となっている。 

業種大分類別にみると、宿泊業,飲食サービス業や学術研究,専門・技術サービス業などで「宇

都宮地区」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.4 創業した市町（地区） 

全　　体 N=320

農業，林業 N=12

建設業 N=55

製造業 N=19

卸売業，小売業 N=37

不動産業，物品賃貸業 N=26

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=18

医療，福祉 N=39

サービス業（他に分類されないも
の）

N=28

３０代以下 N=47

４０代 N=78

５０代 N=93

６０代以上 N=94

３年未満 N=89

３年以上～５年未満 N=130

５年以上 N=98

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

13.4 

25.0 

18.2 

15.8 

8.1 

3.8 

7.4 

25.0 

16.7 

15.4 

14.3 

8.5 

11.5 

16.1 

16.0 

14.6 

10.8 

15.3 

3.1 

-

1.8 

-

10.8 

3.8 

-

-

-

5.1 

3.6 

2.1 

1.3 

4.3 

3.2 

2.2 

3.1 

4.1 

5.3 

8.3 

10.9 

5.3 

-

-

11.1 

-

11.1 

-

14.3 

10.6 

6.4 

3.2 

4.3 

4.5 

5.4 

6.1 

1.6 

-

-

-

2.7 

-

3.7 

-

5.6 

2.6 

-

-

2.6 

2.2 

1.1 

2.2 

-

3.1 

38.8 

25.0 

30.9 

26.3 

35.1 

50.0 

51.9 

68.8 

50.0 

38.5 

35.7 

36.2 

39.7 

35.5 

41.5 

40.4 

38.5 

36.7 

4.7 

-

5.5 

5.3 

2.7 

3.8 

7.4 

6.3 

11.1 

10.3 

-

10.6 

6.4 

1.1 

4.3 

4.5 

3.8 

6.1 

5.0 

-

5.5 

-

2.7 

7.7 

3.7 

-

-

5.1 

10.7 

-

5.1 

8.6 

3.2 

3.4 

7.7 

3.1 

9.4 

16.7 

10.9 

10.5 

5.4 

15.4 

3.7 

-

-

5.1 

14.3 

10.6 

7.7 

6.5 

12.8 

7.9 

12.3 

7.1 

5.3 

-

3.6 

-

8.1 

3.8 

7.4 

-

-

2.6 

-

2.1 

3.8 

7.5 

6.4 

5.6 

5.4 

5.1 

12.2 

25.0 

12.7 

26.3 

21.6 

11.5 

3.7 

-

5.6 

12.8 

7.1 

17.0 

15.4 

12.9 

7.4 

14.6 

11.5 

11.2 

0.3 

-

-

-

-

-

-

-

-

2.6 

-

-

-

-

-

-

-

1.0 

0.9 

-

-

10.5 

2.7 

-

-

-

-

-

-

2.1 

-

2.2 

-

-

1.5 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

那須地区 日光地区 塩谷地区
南那須地区 宇都宮地区 鹿沼地区
芳賀地区 小山地区 栃木地区
両毛地区 県内（町村不明） 県外
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（５）創業場所（立地環境） 

創業場所は、「住宅街」が46.2％と最も高く、次いで「その他」（24.2％）、「ロードサイド」

（19.5％）となっている。 

業種大分類別にみると、学術研究,専門・技術サービス業や不動産業,物品賃貸業などで「住

宅街」が他と比較して高くなっている。また、サービス業（他に分類されないもの）や卸売業,

小売業で「ロードサイド」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、50代で「住宅街」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別でみると、３年以上～５年未満で「住宅街」、３年未満で「ロードサイド」が

他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.5 創業場所 

全　　体 N=318

農業，林業 N=12

建設業 N=55

製造業 N=18

卸売業，小売業 N=36

不動産業，物品賃貸業 N=26

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=18

医療，福祉 N=38

サービス業（他に分類されないもの） N=29

３０代以下 N=47

４０代 N=79

５０代 N=92

６０代以上 N=92

３年未満 N=88

３年以上～５年未満 N=129

５年以上 N=98

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

8.2 

-

1.8 

5.6 

8.3 

7.7 

7.4 

37.5 

5.6 

13.2 

3.4 

14.9 

8.9 

2.2 

10.9 

8.0 

7.8 

9.2 

46.2 

-

60.0 

44.4 

41.7 

69.2 

74.1 

12.5 

22.2 

44.7 

37.9 

42.6 

43.0 

51.1 

41.3 

39.8 

54.3 

39.8 

1.9 

-

-

-

-

-

-

-

16.7 

2.6 

-

4.3 

-

2.2 

2.2 

2.3 

1.6 

2.0 

19.5 

16.7 

10.9 

5.6 

30.6 

23.1 

11.1 

37.5 

38.9 

13.2 

34.5 

21.3 

17.7 

20.7 

20.7 

26.1 

15.5 

19.4 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

24.2 

83.3 

27.3 

44.4 

19.4 

-

7.4 

12.5 

16.7 

26.3 

24.1 

17.0 

30.4 

23.9 

25.0 

23.9 

20.9 

29.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

繁華街（中心市街地や商店街など） 住宅街 駅前・駅ビル ロードサイド オフィス街 その他
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（６）商店街組織への加入の有無 

商店街組織への加入の有無は、「無」が52.8％と最も高く、次いで「商店街が存在しない」

（31.1％）、「有」（16.1％）となっている。 

業種大分類別にみると、不動産業,物品賃貸業や製造業で「無」が、医療,福祉や学術研究,

専門・技術サービス業で「商店街が存在しない」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、60代以上で「有」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「有」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.6 商店街組織への加入の有無 

全　　体 N=322

農業，林業 N=12

建設業 N=55

製造業 N=19

卸売業，小売業 N=37

不動産業，物品賃貸業 N=26

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=18

医療，福祉 N=40

サービス業（他に分類されないもの） N=29

３０代以下 N=47

４０代 N=79

５０代 N=94

６０代以上 N=94

３年未満 N=89

３年以上～５年未満 N=131

５年以上 N=99
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55.6 
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56.2 
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24.3 

19.2 
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33.3 
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34.0 
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36.2 
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33.7 
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28.3 
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（７）事業所・店舗の所有形態 

事業所・店舗の所有形態は、「賃貸」が58.3％を占め、「自社保有」は41.7％となっている。 

業種大分類別にみると、宿泊業,飲食サービス業や生活関連サービス業,娯楽業などで「賃貸」

が、不動産業,物品賃貸業や建設業で「自社保有」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、30代以下で「賃貸」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「自社保有」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.7 事業所・店舗の所有形態 

全　　体 N=314

農業，林業 N=11

建設業 N=55

製造業 N=18

卸売業，小売業 N=36

不動産業，物品賃貸業 N=26

学術研究，専門・技術サービス業 N=26

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=16

医療，福祉 N=40

サービス業（他に分類されないもの） N=28

３０代以下 N=45

４０代 N=77

５０代 N=93

６０代以上 N=91

３年未満 N=86

３年以上～５年未満 N=127

５年以上 N=98
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後
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33.3 
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47.5 

42.9 

35.6 

45.5 

39.8 

41.8 

37.2 

38.6 

51.0 

58.3 

45.5 

50.9 

55.6 

66.7 

50.0 

73.1 

75.0 

75.0 

52.5 

57.1 

64.4 

54.5 

60.2 

58.2 

62.8 

61.4 

49.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自社保有 賃貸
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（８）開業した地域の決め手 

開業した地域の決め手は、「自分自身の出生地である」が41.6％と最も高く、次いで「開業

に適した物件があったため」（26.8％）、「関係会社等が近いため」（14.2％）となっている。 

業種大分類別にみると、建設業や不動産業,物品賃貸業などで「自分自身の出生地である」

が、医療,福祉や卸売業,小売業で「開業に適した物件があったため」が他と比較して高くなっ

ている。 

図－Ⅱ．1.8 開業した地域の決め手（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

自分自身の出生地で
ある

開業に適した物件が
あったため

関係会社等が近いた
め

地代・家賃が安いから

集客が見込めるため

配偶者や親族の出生
地である

地勢・環境が魅力的で
あった

先輩・知人等に創業者
や支援者がいた

駐車場の広さ

自家用車のアクセスの
良さ

住みやすいため

公共交通機関のアクセ
スの良さ

その他

市町等の支援制度が
充実

スタッフ等人材を確保
しやすいため

創業が盛んな地域で
ある

41.6 

26.8 

14.2 

11.7 

11.4 

11.0 
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5.7 
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2.8 
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-
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-
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16.7 
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-

-
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15.4 
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％

農業，林業(n=11)

建設業(n=54)

製造業(n=18)

卸売業，小売業(n=37)

不動産業，物品賃貸業(n=26)

40.7 

18.5 

14.8 

22.2 

3.7 

7.4 

7.4 

-

7.4 

11.1 

22.2 

3.7 

3.7 

-

-

22.2 

31.3 

31.3 

12.5 

18.8 

31.3 

12.5 

6.3 

12.5 

12.5 

12.5 

-

6.3 

6.3 

6.3 

-

25.0 

16.7 

50.0 

11.1 

22.2 

44.4 

11.1 

22.2 

5.6 

16.7 

11.1 

5.6 

16.7 

-

5.6 

-

5.6 
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52.5 

7.5 

2.5 

10.0 

5.0 

15.0 

5.0 

-
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2.5 

5.0 

2.5 

2.5 

-
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3.6 

17.9 

7.1 
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3.6 

-
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7.1 
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学術研究，専門・技術サービス業(n=27)
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生活関連サービス業，娯楽業(n=18)

医療，福祉(n=40)

サービス業（他に分類されないもの）(n=28)
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経営者の年齢別にみると、40代で「自分自身の出生地である」が、30代以下や60代以上で「開

業に適した物件があったため」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「自分自身の出生地である」が、３年未満で「開業に適

した物件があったため」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.9 開業した地域の決め手（複数回答）（続き） 
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9.9 

12.1 
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（９）創業に当たって比較した地域 

創業に当たって比較した地域（地区）は、「宇都宮地区」が41.2％と最も高く、次いで「那

須地区」（23.5％）、両毛地区（11.8％）となっている。 

 

図－Ⅱ．1.10 創業に当たって比較した地域（地区） 

全　　体 N=34 23.5 5.9 2.9 

-

41.2 2.9 

-

8.8 2.9 11.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

那須地区 日光地区 塩谷地区 南那須地区 宇都宮地区

鹿沼地区 芳賀地区 小山地区 栃木地区 両毛地区
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（１０）創業前の居住地と創業地との関係 

創業前の居住地と創業地との関係は、「同じ市町で創業した」が74.3％と最も高く、次いで

「栃木県内の居住地を移転せずに栃木県内で創業した（通っているなど）」（9.6％）、「栃木県

内で市町を移転して創業した」（6.8％）となっている。 

業種大分類別にみると、学術研究,専門・技術サービス業や医療,福祉などで「同じ市町で創

業した」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、40代で「同じ市町で創業した」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.11 創業前の居住地と創業地との関係 

全　　体 N=292

農業，林業 N=10

建設業 N=49

製造業 N=16

卸売業，小売業 N=33

不動産業，物品賃貸業 N=25

学術研究，専門・技術サービス業 N=26

宿泊業，飲食サービス業 N=12

生活関連サービス業，娯楽業 N=18

医療，福祉 N=36

サービス業（他に分類されないもの） N=28

３０代以下 N=42

４０代 N=71

５０代 N=88

６０代以上 N=84

３年未満 N=80

３年以上～５年未満 N=122

５年以上 N=87
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（１１）資本金規模 

 

〔創業時〕 

創業時の資本金規模は、「300～1000万円未満」が32.7％と最も高く、次いで、「100～300万円

未満」（32.1％）、「100万円未満」（21.4％）となっている。 

業種大分類別にみると、不動産業,物品賃貸業や卸売業,小売業で「300～1000万円未満」が、

学術研究,専門・技術サービス業や卸売業,小売業などで「100～300万円未満」が他と比較して

高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、40代や30代以下で「100～300万円未満」が他と比較して高くなっ

ている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「300～1000万円未満」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.12 創業時の資本金規模 
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６０代以上 N=92
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５年以上 N=98
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35.9 

37.6 
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〔現在〕 

現在の資本金規模は、「300～1000万円未満」が34.8％と最も高く、次いで、「100～300万円未

満」（31.9％）、「100万円未満」（15.2％）となっている。 

業種大分類別にみると、不動産業,物品賃貸業や卸売業,小売業などで「300～1000万円未満」

が、建設業で「100～300万円未満」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、30代以下や40代で「100～300万円未満」が他と比較して高くなっ

ている。 

創業後年数別にみると、３年以上～５年未満で「100万円未満」が他と比較して高くなってい

る。 

 

図－Ⅱ．1.13 現在の資本金規模 

全　　体 N=282

農業，林業 N=9

建設業 N=47

製造業 N=16

卸売業，小売業 N=35
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生活関連サービス業，娯楽業 N=16

医療，福祉 N=37

サービス業（他に分類されないもの） N=22

３０代以下 N=42

４０代 N=70

５０代 N=81

６０代以上 N=84

３年未満 N=80
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５年以上 N=88
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38.5 
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31.3 

16.2 
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36.4 

14.2 

-

12.8 
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8.6 
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13.6 

11.9 

8.6 

16.0 

19.0 

15.0 

13.4 

14.8 

3.9 

-

2.1 

-

-

4.2 

3.8 

-

12.5 

-

13.6 

4.8 

2.9 

-

8.3 

5.0 

2.7 

4.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１００万円未満 １００～３００万円未満 ３００～１０００万円未満

１０００万円以上 該当なし（資本金はない）
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（１２）従業員規模 

 

〔創業時〕 

創業時の従業員規模は、「１～４人」が48.4％と最も高く、次いで「従業員なし」（29.4％）、

「10人以上」（11.6％）となっている。 

業種大分類別にみると、建設業や生活関連サービス業,娯楽業などで「１～４人」が、不動

産業,物品賃貸業や学術研究,専門・技術サービス業で「従業員なし」が他と比較して高くなっ

ている。 

経営者の年齢別にみると、40代で「従業員なし」が、60代以上で「10人以上」が他と比較し

て高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「５～９人」が、３年以上～５年未満で「10人以上」が

他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.14 創業時の従業員規模 

全　　体 N=320

農業，林業 N=11

建設業 N=55

製造業 N=18

卸売業，小売業 N=37

不動産業，物品賃貸業 N=26

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=18

医療，福祉 N=40

サービス業（他に分類されないもの） N=29

３０代以下 N=47

４０代 N=79

５０代 N=93

６０代以上 N=93

３年未満 N=87

３年以上～５年未満 N=131

５年以上 N=99

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

29.4 

45.5 

18.2 

16.7 

29.7 

57.7 

48.1 

-

22.2 

7.5 

31.0 

17.0 

35.4 

32.3 

24.7 

28.7 

30.5 

28.3 

48.4 

18.2 

65.5 

55.6 

40.5 

42.3 

48.1 

31.3 

61.1 

52.5 

51.7 

53.2 

53.2 

48.4 

45.2 

49.4 

45.8 

50.5 

10.6 

27.3 

10.9 

-

5.4 

-

-

43.8 

11.1 

20.0 

6.9 

12.8 

8.9 

8.6 

11.8 

16.1 

6.9 

11.1 

11.6 

9.1 

5.5 

27.8 

24.3 

-

3.7 

25.0 

5.6 

20.0 

10.3 

17.0 

2.5 

10.8 

18.3 

5.7 

16.8 

10.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員なし １～４人 ５～９人 １０人以上
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〔現在〕 

現在の従業員規模は、「１～４人」が36.4％と最も高く、次いで「従業員なし」「５～９人」

（共に21.6％）となっている。 

業種大分類別にみると、学術研究,専門・技術サービス業や不動産業,物品賃貸業などで「１

～４人」が、不動産業,物品賃貸業で「従業員なし」が、建設業で「５～９人」が他と比較し

て高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、40代で「１～４人」が、30代以下で「５～９人」と「10人以上」

が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.15 現在の従業員規模 

全　　体 N=283

農業，林業 N=8

建設業 N=47

製造業 N=15

卸売業，小売業 N=34

不動産業，物品賃貸業 N=23

学術研究，専門・技術サービス業 N=25

宿泊業，飲食サービス業 N=15

生活関連サービス業，娯楽業 N=17

医療，福祉 N=37

サービス業（他に分類されないもの） N=23

３０代以下 N=41

４０代 N=70

５０代 N=81

６０代以上 N=86

３年未満 N=79

３年以上～５年未満 N=115

５年以上 N=88

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

21.6 

12.5 

17.0 

13.3 

23.5 

47.8 

28.0 

-

11.8 

5.4 

13.0 

12.2 

22.9 

24.7 

20.9 

26.6 

21.7 

17.0 

36.4 

50.0 

36.2 

33.3 

41.2 

47.8 

52.0 

20.0 

41.2 

21.6 

43.5 

26.8 

42.9 

38.3 

33.7 

34.2 

38.3 

35.2 

21.6 

25.0 

36.2 

13.3 

5.9 

-

16.0 

40.0 

17.6 

35.1 

21.7 

29.3 

24.3 

21.0 

17.4 

26.6 

17.4 

22.7 

20.5 

12.5 

10.6 

40.0 

29.4 

4.3 

4.0 

40.0 

29.4 

37.8 

21.7 

31.7 

10.0 

16.0 

27.9 

12.7 

22.6 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員なし １～４人 ５～９人 １０人以上
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（１３）従業員形態 

従業員形態は、「常勤役員・正社員」が78.5％と最も高く、次いで「パート・アルバイト」

（55.7％）、「家族」（27.9％）となっている。 

業種大分類別にみると、医療,福祉や生活関連サービス業,娯楽業などで「常勤役員・正社員」

が、宿泊業,飲食サービス業や医療,福祉などで「パート・アルバイト」が他と比較して高くな

っている。経営者の年齢別にみると、30代以下で「常勤役員・正社員」「パート・アルバイト」

が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.16 従業員形態（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

派遣・契約社員

その他

常勤役員・正社員

パート・アルバイト

家族

78.5 

55.7 

27.9 

5.9 

2.3 

0 20 40 60 80 100
％

全体(n=219)

42.9 

71.4 

14.3 

-

14.3 

79.5 

23.1 

38.5 

5.1 

2.6 

76.9 

53.8 

46.2 

-

-

72.0 

84.0 

28.0 

8.0 

-

66.7 

33.3 

33.3 

8.3 

-

0 20 40 60 80 100
％

農業，林業(n=7)

建設業(n=39)

製造業(n=13)

卸売業，小売業(n=25)

不動産業，物品賃貸業(n=12)

83.3 

22.2 

22.2 

5.6 

5.6 

66.7 

93.3 

33.3 

6.7 

-

93.3 

40.0 

13.3 

-

-

94.3 

91.4 

28.6 

8.6 

-

68.4 

57.9 

31.6 

5.3 

-

0 20 40 60 80 100
％

学術研究，専門・技術サービス業(n=18)

宿泊業，飲食サービス業(n=15)

生活関連サービス業，娯楽業(n=15)

医療，福祉(n=35)

サービス業（他に分類されないもの）(n=19)

 

 
〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕

派遣・契約社員

その他

常勤役員・正社員

パート・アルバイト

家族

88.9 

66.7 

30.6 

2.8 

2.8 

71.7 

50.9 

26.4 

3.8 

1.9 

78.3 

56.7 

31.7 

6.7 

1.7 

77.6 

53.7 

25.4 

9.0 

3.0 

0 20 40 60 80 100
％

３０代以下(n=36)

４０代(n=53)

５０代(n=60)

６０代以上(n=67)

75.4 

57.9 

24.6 

7.0 

-

78.9 

55.6 

28.9 

5.6 

2.2 

81.7 

54.9 

28.2 

5.6 

4.2 

0 20 40 60 80 100
％

３年未満(n=57)

３年以上～５年未満(n=90)

５年以上(n=71)
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（１４）主な商圏の範囲 

主な商圏の範囲は、「栃木県内」が30.6％と最も高く、次いで「近隣県内」（21.0％）、「同一

市町村内」（19.4％）となっている。 

業種大分類別にみると、建設業やサービス業（他に分類されないもの）などで「栃木県内」

が、医療,福祉で「同一市町内」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.17 主な商圏の範囲 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

栃木県内

近隣県内

同一市町内

日本国内

事務所・店舗の近隣

世界中

30.6 

21.0 

19.4 

16.1 

10.3 

2.6 

0 20 40 60 80 100
％

全体(n=310)

22.2 

22.2 

11.1 

33.3 

11.1 

-

46.2 

34.6 

7.7 

7.7 

1.9 

1.9 

27.8 

16.7 

-

33.3 

11.1 

11.1 

5.9 

29.4 

14.7 

29.4 

14.7 

5.9 

26.9 

38.5 

15.4 

7.7 

11.5 

-

0 20 40 60 80 100
％

農業，林業(n=9)

建設業(n=52)

製造業(n=18)

卸売業，小売業(n=34)

不動産業，物品賃貸業(n=26)

37.0 

14.8 

11.1 

29.6 

-

7.4 

31.3 

6.3 

18.8 

12.5 

25.0 

6.3 

33.3 

11.1 

22.2 

22.2 

11.1 

-

30.8 

10.3 

48.7 

2.6 

7.7 

-

42.9 

10.7 

28.6 

-

17.9 

-

0 20 40 60 80 100
％

学術研究，専門・技術サービス業(n=27)

宿泊業，飲食サービス業(n=16)

生活関連サービス業，娯楽業(n=18)

医療，福祉(n=39)

サービス業（他に分類されないもの）(n=28)
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経営者の年齢別にみると、60代以上で「事務所・店舗の近隣」が他と比較して高くなってい

る。 

創業後年数別にみると、３年未満で「栃木県内」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．1.18 主な商圏の範囲（続き） 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕

栃木県内

近隣県内

同一市町内

日本国内

事務所・店舗の近隣

世界中

29.5 

20.5 

15.9 

18.2 

11.4 

4.5 

28.6 

24.7 

13.0 

20.8 

9.1 

3.9 

35.6 

21.1 

21.1 

15.6 

3.3 

3.3 

28.6 

19.8 

23.1 

12.1 

16.5 

-

0 20 40 60 80 100
％

３０代以下(n=44)

４０代(n=77)

５０代(n=90)

６０代以上(n=91)

38.4 

20.9 

8.1 

18.6 

10.5 

3.5 

26.6 

21.0 

23.4 

15.3 

10.5 

3.2 

28.9 

21.6 

22.7 

15.5 

10.3 

1.0 

0 20 40 60 80 100
％

３年未満(n=86)

３年以上～５年未満(n=124)

５年以上(n=97)
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２．創業準備段階 

 

（１）創業を意識したきっかけ 

創業を意識したきっかけは、「企業経営や独立に興味があった」が39.4％と最も高く、次い

で「その他」（19.6％）、「周囲の人からの勧め・誘い」（17.9％）となっている。 

業種大分類別にみると、宿泊業,飲食サービス業や学術研究,専門・技術サービス業などで「企

業経営や独立に興味があった」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.1 創業を意識したきっかけ（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

企業経営や独立に興
味があった

周囲の人からの勧め・
誘い

当時の職場での不満
足感・先行き不安

収入を得る必要性から

退職したため

事業に活かせる免許・
資格の取得

周囲の創業者の影響

新商品・サービスやビ
ジネスモデルを思いつ

いた

家庭環境の変化(結
婚・出産等)

学生・社会人時代の起
業家教育

その他

時間的余裕ができた

ビジネスコンテストやセ
ミナーへの参加の影響

本やテレビ・インター
ネット等の影響

39.4 

17.9 

15.7 

15.1 

14.4 

13.1 

11.5 

11.2 

4.8 

1.9 

1.6 

0.6 

0.6 

19.6 

0 20 40 60 80 100
％

全体(n=312)

25.0 

25.0 

-

-

-

8.3 

8.3 

8.3 

16.7 

-

-

-

-

33.3 

36.5 

21.2 

17.3 

19.2 

13.5 

19.2 

11.5 

-

3.8 

-

3.8 

-

-

11.5 

42.1 

15.8 

10.5 

31.6 

26.3 

-

5.3 

5.3 

5.3 

10.5 

-

5.3 

-

21.1 

41.7 

13.9 

19.4 

19.4 

8.3 

5.6 

8.3 

11.1 

-

-

-

2.8 

-

27.8 

46.2 

11.5 

23.1 

15.4 

15.4 

19.2 

7.7 

19.2 

7.7 

3.8 

-

-

-

15.4 

0 20 40 60 80 100
％

農業，林業(n=12)

建設業(n=52)

製造業(n=19)

卸売業，小売業(n=36)

不動産業，物品賃貸業(n=26)

59.3 

3.7 

18.5 

11.1 

22.2 

18.5 

7.4 

14.8 

-

-

3.7 

-

-

14.8 

62.5 

12.5 

12.5 

18.8 

12.5 

-

-

6.3 

-

-

-

-

-

25.0 

33.3 

11.1 

27.8 

16.7 

16.7 

27.8 

27.8 

16.7 

16.7 

-

5.6 

-

-

5.6 

32.5 

22.5 

25.0 

12.5 

15.0 

20.0 

12.5 

7.5 

12.5 

2.5 

2.5 

-

-

15.0 

25.0 

21.4 

7.1 

3.6 

17.9 

7.1 

17.9 

10.7 

-

3.6 

-

-

-

32.1 

0 20 40 60 80 100
％

学術研究，専門・技術サービス業(n=27)

宿泊業，飲食サービス業(n=16)

生活関連サービス業，娯楽業(n=18)

医療，福祉(n=40)

サービス業（他に分類されないもの）(n=28)
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経営者の年齢別にみると、40代や30代以下で「企業経営や独立に興味があった」が、他と比

較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.2 創業を意識したきっかけ（複数回答）（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕

企業経営や独立に興
味があった

周囲の人からの勧め・
誘い

当時の職場での不満
足感・先行き不安

収入を得る必要性から

退職したため

事業に活かせる免許・
資格の取得

周囲の創業者の影響

新商品・サービスやビ
ジネスモデルを思いつ

いた

家庭環境の変化(結
婚・出産等)

学生・社会人時代の起
業家教育

その他

時間的余裕ができた

ビジネスコンテストやセ
ミナーへの参加の影響

本やテレビ・インター
ネット等の影響

45.7 

21.7 

10.9 

15.2 

8.7 

6.5 

21.7 

13.0 

6.5 

-

-

-

-

13.0 

50.6 

13.0 

23.4 

16.9 

9.1 

14.3 

10.4 

15.6 

9.1 

1.3 

1.3 

-

-

6.5 

42.9 

20.9 

14.3 

16.5 

15.4 

17.6 

9.9 

7.7 

4.4 

-

3.3 

1.1 

-

16.5 

24.4 

16.7 

13.3 

12.2 

21.1 

11.1 

7.8 

11.1 

1.1 

5.6 

1.1 

1.1 

2.2 

34.4 

0 20 40 60 80 100
％

３０代以下(n=46)

４０代(n=77)

５０代(n=91)

６０代以上(n=90)

43.7 

16.1 

11.5 

23.0 

13.8 

13.8 

12.6 

12.6 

5.7 

3.4 

3.4 

1.1 

-

23.0 

34.4 

21.9 

17.2 

12.5 

15.6 

10.9 

11.7 

10.2 

5.5 

2.3 

0.8 

-

0.8 

21.9 

43.6 

14.9 

18.1 

11.7 

12.8 

16.0 

10.6 

11.7 

3.2 

-

1.1 

1.1 

1.1 

11.7 

0 20 40 60 80 100
％

３年未満(n=87)

３年以上～５年未満(n=128)

５年以上(n=94)
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（２）創業を志した理由 

創業を志した理由は、「仕事の経験や技術、知識や資格を活かすため」が41.0％と最も高く、

次いで「自分の裁量で仕事がしたかった」（34.6％）、「社会貢献のため」（31.4％）となってい

る。 

業種大分類別にみると、医療,福祉や学術研究,専門・技術サービス業、建設業で「仕事の経

験や技術、知識や資格を活かすため」が、学術研究,専門・技術サービス業や不動産業,物品賃

貸業で「自分の裁量で仕事がしたかった」、医療,福祉、サービス業（他に分類されないもの）

などで「社会貢献のため」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.3 創業を志した理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

仕事の経験や技術、
知識や資格を活かす

ため

自分の裁量で仕事が
したかった

社会貢献のため

創業する夢を実現する
ため

思いついたアイデアを
事業化したかった

高収入を得るため

誰かの下で働くのが嫌
だった

趣味や特技を活かす
ため

時間を自由に使いた
かった

家族との時間を増やす
ため

就職先がなかったため

その他

41.0 

34.6 

31.4 

20.6 

20.3 

11.4 

10.5 

7.0 

6.7 

3.2 

3.2 

11.4 

0 20 40 60 80 100
％

全体(n=315)

16.7 

8.3 

16.7 

16.7 

25.0 

16.7 

-

8.3 

-

-

-

33.3 

51.9 

38.5 

5.8 

13.5 

7.7 

17.3 

19.2 

1.9 

3.8 

3.8 

5.8 

9.6 

42.1 

42.1 

31.6 

15.8 

10.5 

5.3 

-

-

5.3 

5.3 

-

10.5 

27.8 

30.6 

19.4 
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25.0 
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11.1 
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8.3 

5.6 

8.3 

11.1 

34.6 

42.3 

23.1 

26.9 

26.9 

26.9 

15.4 

-

3.8 

7.7 

7.7 

11.5 

0 20 40 60 80 100
％

農業，林業(n=12)

建設業(n=52)

製造業(n=19)

卸売業，小売業(n=36)

不動産業，物品賃貸業(n=26)

51.9 

44.4 

40.7 

22.2 

25.9 

7.4 

14.8 

18.5 

14.8 

3.7 

3.7 

7.4 

18.8 

31.3 

18.8 

31.3 

25.0 

12.5 

-

6.3 

-

-

-

12.5 

50.0 

33.3 

16.7 

33.3 

33.3 

11.1 

22.2 

22.2 

11.1 

5.6 

-

11.1 

66.7 

33.3 

61.5 

17.9 

20.5 

7.7 

7.7 

5.1 

5.1 

-

-

7.7 

34.5 

24.1 

48.3 

20.7 

10.3 

6.9 

-

13.8 

10.3 

3.4 

-

13.8 

0 20 40 60 80 100
％

学術研究，専門・技術サービス業(n=27)

宿泊業，飲食サービス業(n=16)

生活関連サービス業，娯楽業(n=18)

医療，福祉(n=39)

サービス業（他に分類されないもの）(n=29)
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経営者の年齢別にみると、50代で「仕事の経験や技術、知識や資格を活かすため」が、40代

で「自分の裁量で仕事がしたかった」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「自分の裁量で仕事がしたかった」が他と比較して高く

なっている。 

 

図－Ⅱ．2.4 創業を志した理由（複数回答）（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕
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事業化したかった

高収入を得るため

誰かの下で働くのが嫌
だった

趣味や特技を活かす
ため

時間を自由に使いた
かった

家族との時間を増やす
ため

就職先がなかったため

その他

39.1 

28.3 

30.4 

30.4 

23.9 

21.7 
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8.7 
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4.3 
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27.6 

27.6 
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14.5 

13.2 
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3.9 

6.6 
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34.4 
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11.8 

6.5 
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％

３年未満(n=87)

３年以上～５年未満(n=128)

５年以上(n=97)
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（３）創業する業種を選択した理由 

創業する業種を選択した理由は、「自分自身が同業種に勤務していた」が46.8％と最も高く、

次いで「必要な資格を所有していた」（25.5％）、「地域貢献のため」（21.6％）となっている。 

業種大分類別にみると、建設業や生活関連サービス業,娯楽業で「自分自身が同業種に勤務

していた」が、医療,福祉や学術研究,専門・技術サービス業などで「必要な資格を所有してい

た」が、医療,福祉やサービス業（他に分類されないもの）で「地域貢献のため」が他と比較

して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.5 創業する業種を選択した理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕
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46.8 

25.5 

21.6 
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不動産業，物品賃貸業(n=26)
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-
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学術研究，専門・技術サービス業(n=27)

宿泊業，飲食サービス業(n=16)

生活関連サービス業，娯楽業(n=18)

医療，福祉(n=37)

サービス業（他に分類されないもの）(n=29)
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〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕

自分自身が同業種に
勤務していた

必要な資格を所有して
いた

地域貢献のため

その他

以前からの夢だった

親族が同業種を経営
していた

もともと趣味としていた

56.5 

19.6 

15.2 

21.7 

13.0 

2.2 

8.7 

50.0 

31.1 

9.5 

10.8 

14.9 

9.5 

16.2 

48.4 

29.0 

23.7 

18.3 

8.6 

1.1 

15.1 

38.9 

22.2 

32.2 

10.0 

10.0 

2.2 

18.9 

0 20 40 60 80 100
％

３０代以下(n=46)

４０代(n=74)

５０代(n=93)

６０代以上(n=90)

48.8 

30.2 

23.3 

14.0 

9.3 

4.7 

16.3 

38.7 

27.4 

21.8 

15.3 

13.7 

3.2 

19.4 

54.6 

18.6 

19.6 

14.4 

10.3 

3.1 

11.3 

0 20 40 60 80 100
％

３年未満(n=86)

３年以上～５年未満(n=124)

５年以上(n=97)

経営者の年齢別にみると、30代以下で「自分自身が同業種に勤務していた」が、40代で「必

要な資格を所有していた」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「自分自身が同業種に勤務していた」が他と比較して高

くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.6 創業する業種を選択した理由（複数回答）（続き） 
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（４）創業前における勤務経験 

創業前における勤務経験は、「あり」が94.6％を占める。 

業種大分類別にみると、学術研究,専門・技術サービス業で「あり」が他と比較して高くな

っている。 

 

図－Ⅱ．2.7 創業前における勤務経験 

全　　体 N=312

農業，林業 N=11

建設業 N=53

製造業 N=19

卸売業，小売業 N=37

不動産業，物品賃貸業 N=26

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=18

医療，福祉 N=39

サービス業（他に分類されないもの） N=27

３０代以下 N=46

４０代 N=74

５０代 N=93

６０代以上 N=91

３年未満 N=86

３年以上～５年未満 N=128

５年以上 N=95
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〔勤務していた業種〕 

勤務していた業種は、「同業種」が64.6％を占め、「他業種」は35.4％に留まっている。 

業種大分類別にみると、生活関連サービス業,娯楽業や建設業で「同業種」が、サービス業

（他に分類されないもの）や卸売業,小売業などで「他業種」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、30代以下で「同業種」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.8 勤務していた業種 

全　　体 N=294

農業，林業 N=10

建設業 N=52

製造業 N=18

卸売業，小売業 N=33

不動産業，物品賃貸業 N=23

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=14

生活関連サービス業，娯楽業 N=16

医療，福祉 N=38

サービス業（他に分類されないもの） N=26

３０代以下 N=45

４０代 N=70

５０代 N=89

６０代以上 N=82

３年未満 N=82

３年以上～５年未満 N=121

５年以上 N=88
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〔勤務していた際の役職・地位〕 

勤務していた際の役職・地位は、「正社員」が53.8％と最も高く、次いで「経営者・役員」

（39.0％）となっている。 

業種大分類別にみると、卸売業,小売業や不動産業,物品賃貸業、学術研究,専門・技術サー

ビス業で「正社員」が、宿泊業,飲食サービス業で「経営者・役員」が他と比較して高くなっ

ている。 

経営者の年齢別にみると、30代以下や40代で「正社員」が、60代以上や50代で「経営者・役

員」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.9 勤務していた際の役職・地位 

全　　体 N=290

農業，林業 N=10

建設業 N=51
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卸売業，小売業 N=33

不動産業，物品賃貸業 N=22

学術研究，専門・技術サービス業 N=27

宿泊業，飲食サービス業 N=15

生活関連サービス業，娯楽業 N=16

医療，福祉 N=38

サービス業（他に分類されないもの） N=26

３０代以下 N=44

４０代 N=70

５０代 N=88

６０代以上 N=80

３年未満 N=81

３年以上～５年未満 N=121

５年以上 N=85
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〔勤務経験なしの場合の創業前の状況〕 

勤務経験なしの場合の創業前の状況は、「専業主夫・主婦」が58.3％と最も高く、次いで「無

職」（25.0％）となっている。 

 

図－Ⅱ．2.10 勤務経験なしの場合の創業前の状況 

全　　体 N=12 16.7 58.3 25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学生（中学校、高校・専門学校、大学・短大、その他） 専業主夫・主婦 無職
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（５）創業するまでの準備期間 

創業するまでの準備期間は、「１年以内」が30.1％と最も高く、次いで「３カ月以内」（23.6％）、

「２～５年」（20.1％）となっている。 

業種大分類別にみると、医療,福祉や卸売業,小売業で「１年以内」が、建設業で「３カ月以

内」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、50代で「１年以内」が、40代で「６カ月以内」が他と比較して高

くなっている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「２～５年」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.11 創業するまでの準備期間 

全　　体 N=309

農業，林業 N=12

建設業 N=49

製造業 N=19

卸売業，小売業 N=37

不動産業，物品賃貸業 N=25

学術研究，専門・技術サービス業 N=26

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=17

医療，福祉 N=39

サービス業（他に分類されないもの） N=29

３０代以下 N=44

４０代 N=74

５０代 N=92

６０代以上 N=91

３年未満 N=87
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５年以上 N=93
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（６）開業費用 

開業費用は、「100～300万円未満」が31.1％と最も高く、次いで「1000万円超」（21.4％）、「100

万円未満」（19.1％）となっている。 

業種大分類別にみると、建設業や学術研究,専門・技術サービス業で「100～300万円未満」、

医療,福祉で「1000万円超」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、30代以下で「100～300万円未満」や「1000万円超」が他と比較し

て高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「300～500万円未満」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.12 開業費用 

全　　体 N=309

農業，林業 N=12

建設業 N=49

製造業 N=19

卸売業，小売業 N=37

不動産業，物品賃貸業 N=25

学術研究，専門・技術サービス業 N=26

宿泊業，飲食サービス業 N=16

生活関連サービス業，娯楽業 N=18

医療，福祉 N=39

サービス業（他に分類されないもの） N=29

３０代以下 N=44

４０代 N=74

５０代 N=92

６０代以上 N=91

３年未満 N=87

３年以上～５年未満 N=126

５年以上 N=93
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（７）開業費用の内訳 

 

〔従業員賃金・社会保険料等〕 

従業員賃金・社会保険料等は、「なし」が51.9％と最も高く、次いで「200万円未満」（33.3％）、

「200～500万円」（10.7％）となっている。 

業種大分類別にみると、医療,福祉で「200万円未満」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、30代以下、60代以上で「200万円未満」が他と比較して高くなっ

ている。 

創業後年数別にみると、３年以上～５年未満で「200万円未満」が、３年未満で「200～500

万円」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.13 開業費用の内訳（従業員賃金・社会保険料等） 

 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 83.9     

農業，林業 N=8 77.5     

建設業 N=39 90.2     

製造業 N=14 95.7     

卸売業，小売業 N=28 27.9     

不動産業，物品賃貸業 N=22 27.0     

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 77.9     

宿泊業，飲食サービス業 N=14 104.9   

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 72.2     

医療，福祉 N=22 255.9   

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 26.0     

３０代以下 N=33 120.5   

４０代 N=60 80.8     

５０代 N=75 92.7     

６０代以上 N=69 65.3     

３年未満 N=65 72.9     

３年以上～５年未満 N=96 79.0     

５年以上 N=81 99.4     

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

51.9 

50.0 
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〔店舗等借入費（店舗・駐車場等の賃借料・共益費・敷金・礼金等）〕 

店舗等借入費（店舗・駐車場等の賃借料・共益費・敷金・礼金等）は、「なし」が48.1％と

最も高く、次いで「200万円未満」（38.7％）、「200～500万円」（7.8％）となっている。 

業種大分類別にみると、学術研究，専門・技術サービス業や医療,福祉で「200万円未満」が

他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.14 開業費用の内訳（店舗等借入費） 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 158.8   

農業，林業 N=8 276.3   

建設業 N=39 37.5     

製造業 N=14 40.0     

卸売業，小売業 N=28 227.1   

不動産業，物品賃貸業 N=22 166.1   

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 24.8     

宿泊業，飲食サービス業 N=14 139.6   

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 94.0     

医療，福祉 N=22 588.9   

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 167.1   

３０代以下 N=33 396.0   

４０代 N=60 86.3     

５０代 N=75 193.6   

６０代以上 N=69 84.4     

３年未満 N=65 94.8     

３年以上～５年未満 N=96 151.1   

５年以上 N=81 221.3   
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〔什器・設備費〕 

什器・設備費は、「200 万円未満」が 39.9％と最も高く、次いで「なし」（31.7％）、「200～500

万円」（14.8％）となっている。 

業種大分類別にみると、学術研究，専門・技術サービス業、医療，福祉、建設業、サービス

業（他に分類されないもの）で「200 万円未満」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.15 開業費用の内訳（什器・設備費） 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 259.2   

農業，林業 N=8 356.3   

建設業 N=39 176.6   

製造業 N=14 787.9   

卸売業，小売業 N=28 163.2   

不動産業，物品賃貸業 N=22 70.9     

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 103.6   

宿泊業，飲食サービス業 N=14 154.9   

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 282.8   

医療，福祉 N=22 542.0   

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 104.0   

３０代以下 N=33 341.6   

４０代 N=60 95.5     

５０代 N=75 264.6   

６０代以上 N=69 377.3   

３年未満 N=65 211.8   

３年以上～５年未満 N=96 224.0   

５年以上 N=81 342.1   
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34 

〔マーケティング調査費〕 

マーケティング調査費は、「なし」が91.4％と大部分を占めている。 

 

図－Ⅱ．2.16 開業費用の内訳（マーケティング調査費） 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 5.0      

農業，林業 N=8 0.0      

建設業 N=39 0.8      

製造業 N=14 0.0      

卸売業，小売業 N=28 20.7     

不動産業，物品賃貸業 N=22 0.9      

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 2.3      

宿泊業，飲食サービス業 N=14 9.3      

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 8.1      

医療，福祉 N=22 0.5      

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 1.4      

３０代以下 N=33 0.0      

４０代 N=60 6.3      

５０代 N=75 9.2      

６０代以上 N=69 2.0      

３年未満 N=65 10.8     

３年以上～５年未満 N=96 2.0      

５年以上 N=81 3.8      
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〔交通費・出張旅費〕 

交通費・出張旅費は、「なし」が78.2％と最も高く、次いで「50万円未満」（14.4％）となっ

ている。 

 

図－Ⅱ．2.17 開業費用の内訳（交通費・出張旅費） 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 8.4      

農業，林業 N=8 5.0      

建設業 N=39 4.2      

製造業 N=14 0.7      

卸売業，小売業 N=28 23.0     

不動産業，物品賃貸業 N=22 1.6      

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 6.3      

宿泊業，飲食サービス業 N=14 24.8     

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 13.2     

医療，福祉 N=22 3.6      

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 6.4      

３０代以下 N=33 11.5     

４０代 N=60 12.2     

５０代 N=75 2.7      

６０代以上 N=69 10.5     

３年未満 N=65 6.2      

３年以上～５年未満 N=96 6.7      

５年以上 N=81 12.4     
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〔外注費・委託費〕 

外注費・委託費は、「なし」が74.1％と最も高く、次いで「50万円未満」（11.9％）となって

いる。 

 

図－Ⅱ．2.18 開業費用の内訳（外注費・委託費） 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 31.5     

農業，林業 N=8 37.5     

建設業 N=39 27.6     

製造業 N=14 0.0      

卸売業，小売業 N=28 1.4      

不動産業，物品賃貸業 N=22 50.0     

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 26.2     

宿泊業，飲食サービス業 N=14 15.0     

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 140.6   

医療，福祉 N=22 4.5      

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 5.2      

３０代以下 N=33 64.0     

４０代 N=60 36.5     

５０代 N=75 22.1     

６０代以上 N=69 24.8     

３年未満 N=65 28.7     

３年以上～５年未満 N=96 29.0     

５年以上 N=81 37.2     
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〔広告宣伝費〕 

広告宣伝費は、「なし」が71.6％と最も高く、次いで「20万円未満」（10.7％）となっている。 

 

図－Ⅱ．2.19 開業費用の内訳（広告宣伝費） 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 12.7     

農業，林業 N=8 1.3      

建設業 N=39 3.3      

製造業 N=14 12.1     

卸売業，小売業 N=28 3.2      

不動産業，物品賃貸業 N=22 8.2      

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 9.6      

宿泊業，飲食サービス業 N=14 20.9     

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 26.0     

医療，福祉 N=22 12.3     

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 17.6     

３０代以下 N=33 21.2     

４０代 N=60 18.5     

５０代 N=75 8.5      

６０代以上 N=69 9.0      

３年未満 N=65 12.7     

３年以上～５年未満 N=96 5.9      

５年以上 N=81 20.8     

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

71.6 

87.5 

87.2 

85.7 

85.7 

77.3 

80.8 

42.9 

31.3 

45.5 

66.7 

63.6 

70.0 

70.7 

76.8 

69.2 

83.3 

59.3 

10.7 

12.5 

5.1 

-

7.1 

9.1 

11.5 

21.4 

18.8 

27.3 

9.5 

18.2 

10.0 

9.3 

8.7 

12.3 

9.4 

11.1 

6.6 

-

2.6 

-

3.6 

9.1 

3.8 

7.1 

25.0 

18.2 

9.5 

-

5.0 

12.0 

5.8 

7.7 

3.1 

9.9 

6.2 

-

5.1 

7.1 

3.6 

-

-

28.6 

12.5 

9.1 

-

6.1 

8.3 

6.7 

4.3 

6.2 

2.1 

11.1 

4.9 

-

-

7.1 

-

4.5 

3.8 

-

12.5 

-

14.3 

12.1 

6.7 

1.3 

4.3 

4.6 

2.1 

8.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

なし ２０万円未満 ２０～５０万円 ５０～１００万円 １００万円以上
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〔その他〕 

その他は、「なし」が59.3％と最も高く、次いで「200万円未満」（26.3％）となっている。 

業種大分類別にみると、学術研究，専門・技術サービス業で「200万円未満」が他と比較し

て高くなっている。経営者の年齢別にみると、60代以上で「200万円未満」が他と比較して高

くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.20 開業費用の内訳（その他） 

平　均
（万円）

全　　体 N=243 201.2   

農業，林業 N=8 31.3     

建設業 N=39 88.5     

製造業 N=14 320.0   

卸売業，小売業 N=28 414.6   

不動産業，物品賃貸業 N=22 53.9     

学術研究，専門・技術サービス業 N=26 87.1     

宿泊業，飲食サービス業 N=14 100.0   

生活関連サービス業，娯楽業 N=16 70.0     

医療，福祉 N=22 614.1   

サービス業（他に分類されないも
の）

N=21 59.3     

３０代以下 N=33 33.3     

４０代 N=60 65.3     

５０代 N=75 182.6   

６０代以上 N=69 437.2   

３年未満 N=65 230.0   

３年以上～５年未満 N=96 188.1   

５年以上 N=81 196.1   

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

59.3 

37.5 

69.2 

42.9 

46.4 

68.2 

53.8 

78.6 

81.3 

54.5 

57.1 

72.7 

66.7 

62.7 

42.0 

58.5 

57.3 

63.0 

26.3 

62.5 

12.8 

42.9 

28.6 

22.7 

38.5 

7.1 

-

27.3 

33.3 

21.2 

23.3 

22.7 

34.8 

23.1 

27.1 

27.2 

6.2 

-

7.7 

7.1 

10.7 

4.5 

3.8 

7.1 

12.5 

9.1 

4.8 

6.1 

5.0 

4.0 

10.1 

7.7 

7.3 

3.7 

4.1 

-

10.3 

-

-

4.5 

-

7.1 

6.3 

-

4.8 

-

3.3 

8.0 

2.9 

4.6 

4.2 

3.7 

4.1 

-

-

7.1 

14.3 

-

3.8 

-

-

9.1 

-

-

1.7 

2.7 

10.1 

6.2 

4.2 

2.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

なし ２００万円未満 ２００～５００万円 ５００～１０００万円 １０００万円以上
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（８）開業資金の資金調達先 

開業資金の資金調達先は、「自己資本」が79.4％と最も高く、次いで「地方銀行」（17.4％）、

「政府系金融機関（日本政策金融公庫、商工中金）」（17.1％）となっている。 

業種大分類別にみると、製造業や学術研究,専門・技術サービス業で「自己資本」が、医療,

福祉や卸売業,小売業で「地方銀行」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.21 開業資金の資金調達先（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

自己資本

地方銀行

政府系金融機関（日本
政策金融公庫、商工

中金）

親族

信用金庫・信用組合

行政の補助金

その他

個人・企業からの投資
（クラウドファンディング

を除く）

都市銀行

クラウドファンディング

79.4 

17.4 

17.1 

9.8 

9.5 

9.5 

5.7 

1.6 

-

3.2 

0 20 40 60 80 100
％

全体(n=316)

83.3 

8.3 

41.7 

25.0 

-

8.3 

-

-

-

8.3 

77.8 

14.8 

5.6 

7.4 

13.0 

5.6 

7.4 

3.7 

-

1.9 

94.4 

5.6 

16.7 

16.7 

5.6 

16.7 

11.1 

-

-

-

83.8 

29.7 

13.5 

16.2 

-

2.7 

2.7 

-

-

-

80.0 

-

12.0 

4.0 

4.0 

-

-

4.0 

-

4.0 

0 20 40 60 80 100
％

農業，林業(n=12)

建設業(n=54)

製造業(n=18)

卸売業，小売業(n=37)

不動産業，物品賃貸業(n=25)

92.6 

14.8 

7.4 

3.7 

3.7 

11.1 

7.4 

-

-

-

75.0 

18.8 

37.5 

12.5 

18.8 

12.5 

6.3 

6.3 

-

6.3 

72.2 

22.2 

27.8 

16.7 

11.1 

5.6 

5.6 

-

-

-

79.5 

30.8 

33.3 

15.4 

25.6 

17.9 

-

-

-

7.7 

69.0 

6.9 

10.3 

-

6.9 

17.2 

10.3 

3.4 

-

3.4 

0 20 40 60 80 100
％

学術研究，専門・技術サービス業(n=27)

宿泊業，飲食サービス業(n=16)

生活関連サービス業，娯楽業(n=18)

医療，福祉(n=39)

サービス業（他に分類されないもの）(n=29)
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経営者の年齢別にみると、30代以下で「地方銀行」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「行政の補助金」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.22 開業資金の資金調達先（複数回答）（続き） 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕

自己資本

地方銀行

政府系金融機関（日本
政策金融公庫、商工

中金）

親族

信用金庫・信用組合

行政の補助金

その他

個人・企業からの投資
（クラウドファンディング

を除く）

都市銀行

クラウドファンディング

72.3 

23.4 

21.3 

27.7 

12.8 

4.3 

8.5 

-

-

2.1 

83.1 

14.3 

16.9 

11.7 

10.4 

6.5 

5.2 

1.3 

-

1.3 

82.8 

19.4 

16.1 

6.5 

8.6 

11.8 

4.3 

2.2 

-

3.2 

75.8 

15.4 

16.5 

2.2 

6.6 

13.2 

6.6 

2.2 

-

5.5 

0 20 40 60 80 100
％

３０代以下(n=47)

４０代(n=77)

５０代(n=93)

６０代以上(n=91)

80.2 

10.5 

15.1 

11.6 

10.5 

4.7 

7.0 

2.3 

-

2.3 

78.5 

22.3 

18.5 

6.2 

6.2 

8.5 

6.9 

1.5 

-

5.4 

81.4 

17.5 

17.5 

12.4 

13.4 

14.4 

2.1 

1.0 

-

1.0 

0 20 40 60 80 100
％

３年未満(n=86)

３年以上～５年未満(n=130)

５年以上(n=97)
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〔資金調達に利用した行政の補助金〕 

資金調達に利用した行政の補助金は、「（国）創業補助金」が46.7％と最も高く、次いで「（市

町村）創業補助金」（23.3％）、「（市町村）その他」（13.3％）となっている。 

 

図－Ⅱ．2.23 資金調達に利用した行政の補助金（複数回答） 

〔全　体〕 〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕

（市町村）その他

（県）その他

（市町村）創業補助金

（市町村）空き店舗活
用補助金

（国）創業補助金

（国）その他

（県）とちぎ未来チャレ
ンジファンド活用助成

金

（市町村）制度融資に
係る利子補給

（市町村）制度融資に
係る保証料補助

46.7 

6.7 

10.0 

10.0 

23.3 

-

10.0 

10.0 

13.3 

0 20 40 60 80 100
％

全体(n=30)

50.0 

-

-

-

50.0 

-

-

-

50.0 

60.0 

-

-

-

40.0 

-

-

20.0 

-

36.4 

9.1 

27.3 

18.2 

18.2 

-

18.2 

18.2 

-

50.0 

8.3 

-

8.3 

16.7 

-

8.3 

-

25.0 

0 20 40 60 80 100
％

３０代以下(n=2)

４０代(n=5)

５０代(n=11)

６０代以上(n=12)

-

-

-

-

50.0 

-

25.0 

-

25.0 

72.7 

-

-

18.2 

27.3 

-

-

-

-

42.9 

14.3 

21.4 

7.1 

14.3 

-

14.3 

21.4 

14.3 

0 20 40 60 80 100
％

３年未満(n=4)

３年以上～５年未満(n=11)

５年以上(n=14)
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（９）金融機関への融資を申し込んだときの対応 

金融機関への融資を申し込んだときの対応は、「融資を受けられた」が58.0％と最も高く、

次いで「申し込んでいない」（40.6％）となっている。 

業種大分類別にみると、医療,福祉や宿泊業,飲食サービス業などで「融資を受けられた」が、

サービス業（他に分類されないもの）や不動産業,物品賃貸業などで「申し込んでいない」が

他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、30代以下で「融資を受けられた」が、40代で「申し込んでいない」

が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.24 金融機関への融資を申し込んだときの対応 

全　　体 N=276

農業，林業 N=7

建設業 N=47

製造業 N=15

卸売業，小売業 N=32

不動産業，物品賃貸業 N=22

学術研究，専門・技術サービス業 N=24

宿泊業，飲食サービス業 N=14

生活関連サービス業，娯楽業 N=16

医療，福祉 N=39

サービス業（他に分類されないもの） N=26

３０代以下 N=43

４０代 N=64

５０代 N=84

６０代以上 N=77

３年未満 N=72

３年以上～５年未満 N=115

５年以上 N=86

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

58.0 

100.0 

55.3 

53.3 

62.5 

31.8 

45.8 

71.4 

68.8 

84.6 

26.9 

67.4 

51.6 

57.1 

57.1 

52.8 

59.1 

61.6 

1.4 

-

2.1 

-

-

-

-

-

6.3 

2.6 

-

2.3 

1.6 

2.4 

-

2.8 

1.7 

-

40.6 

-

42.6 

46.7 

37.5 

68.2 

54.2 

28.6 

25.0 

12.8 

73.1 

30.2 

46.9 

40.5 

42.9 

44.4 

39.1 

38.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

融資を受けられた 融資を受けられなかった 申し込んでいない
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〔融資を受けた際の融資にいたるまでの対応〕 

融資を受けた際の融資にいたるまでの対応は、「すぐに融資が実行された」が77.4％と最も

高く、次いで「同一金融機関に何度か通った」（18.9％）となっている。 

業種大分類別にみると、生活関連サービス業,娯楽業や医療,福祉で「すぐに融資が実行され

た」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、40代で「すぐに融資が実行された」が他と比較して高くなってい

る。創業後年数別にみると、３年未満で「すぐに融資が実行された」が他と比較して高くなっ

ている。 

 

図－Ⅱ．2.25 融資を受けた際の融資にいたるまでの対応 

全　　体 N=159

農業，林業 N=7

建設業 N=26

製造業 N=7

卸売業，小売業 N=20

不動産業，物品賃貸業 N=7

学術研究，専門・技術サービス業 N=11

宿泊業，飲食サービス業 N=10

生活関連サービス業，娯楽業 N=11

医療，福祉 N=33

サービス業（他に分類されないもの） N=7

３０代以下 N=29

４０代 N=33

５０代 N=48

６０代以上 N=43

３年未満 N=38

３年以上～５年未満 N=68

５年以上 N=52

業
種
大
分
類

経
営
者
の
年
齢

創
業
後
年
数

77.4 

85.7 

73.1 

85.7 

75.0 

71.4 

54.5 

60.0 

100.0 

81.8 

71.4 

79.3 

81.8 

75.0 

72.1 

84.2 

75.0 

75.0 

18.9 

14.3 

23.1 

-

20.0 

28.6 

45.5 

40.0 

-

9.1 

28.6 

17.2 

18.2 

18.8 

23.3 

15.8 

22.1 

17.3 

3.8 

-

3.8 

14.3 

5.0 

-

-

-

-

9.1 

-

3.4 

-

6.3 

4.7 

-

2.9 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

すぐに融資が実行された

同一金融機関に何度か通った

当初相談した金融機関と異なるところで受けられた
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（１０）開業前の課題 

開業前の課題は、「一般的な経営知識（財務・税務・会計含む）の習得」が33.2％と最も高

く、次いで「起業のための手続」（31.9％）、「人材の確保」（30.7％）となっている。 

業種大分類別にみると、学術研究,専門・技術サービス業で「一般的な経営知識（財務・税

務・会計含む）の習得」が、製造業や学術研究,専門・技術サービス業で「起業のための手続」

が、医療,福祉で「人材確保」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.26 開業前の課題（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

一般的な経営知識（財
務・税務・会計含む）の

習得

起業のための手続

人材の確保

資金調達

顧客や販路の確保

事業特有の専門知識・
資格の習得

家族の理解・協力

店舗（開業場所）の確
保

仕入れ先の確保

その他

特にない

マーケットや商圏の分
析・情報収集

商品やサービスの開発

家庭（家事・育児・介
護）との両立

33.2 

31.9 

30.7 

29.7 

26.5 

17.9 

11.2 

11.2 

9.6 

9.6 

5.4 

3.2 

1.3 

8.6 

0 20 40 60 80 100
％

全体(n=313)

36.4 

36.4 

18.2 

45.5 

9.1 

9.1 

9.1 

-

-

9.1 

18.2 

-

-

9.1 

37.7 

32.1 

30.2 

32.1 

24.5 

24.5 

7.5 

11.3 

13.2 

1.9 

3.8 

3.8 

-

3.8 

31.6 

57.9 

26.3 

31.6 

21.1 

5.3 

21.1 

5.3 

10.5 

10.5 

5.3 

5.3 

-

5.3 

30.6 

22.2 

36.1 

25.0 

36.1 

13.9 

13.9 

8.3 

13.9 

11.1 

5.6 

8.3 

-

11.1 

19.2 

26.9 

15.4 

26.9 

46.2 

15.4 

15.4 

15.4 

19.2 

19.2 

3.8 

3.8 

3.8 

11.5 

0 20 40 60 80 100
％

農業，林業(n=11)

建設業(n=53)

製造業(n=19)

卸売業，小売業(n=36)

不動産業，物品賃貸業(n=26)

40.7 

37.0 

11.1 

25.9 

44.4 

14.8 

3.7 

-

-

11.1 

11.1 

-

-

11.1 

12.5 

6.3 

56.3 

25.0 

12.5 

18.8 

18.8 

18.8 

6.3 

-

6.3 

-

-

12.5 

44.4 

33.3 

38.9 

44.4 

16.7 

16.7 

16.7 

27.8 

33.3 

11.1 

5.6 

5.6 

-

-

35.9 

35.9 

61.5 

41.0 

30.8 

23.1 

7.7 

15.4 

10.3 

5.1 

5.1 

2.6 

-

5.1 

31.0 

27.6 

17.2 

13.8 

17.2 

20.7 

10.3 

17.2 

-

20.7 

-

-

6.9 

10.3 

0 20 40 60 80 100
％

学術研究，専門・技術サービス業(n=27)

宿泊業，飲食サービス業(n=16)
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経営者の年齢別にみると、30代以下で「一般的な経営知識（財務・税務・会計含む）の習得」

や「資金調達」が、30代以下や60代以上で「人材の確保」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「一般的な経営知識（財務・税務・会計含む）の習得」

が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.27 開業前の課題（複数回答）（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕
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務・税務・会計含む）の
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9.9 
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％

３０代以下(n=47)
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34.5 
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％

３年未満(n=87)

３年以上～５年未満(n=127)

５年以上(n=96)
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（１１）開業に当たっての悩みの相談先 

開業に当たっての悩みの相談先は、「家族・親戚」が41.9％と最も高く、次いで「税理士・

会計士」（34.0％）、「友人・知人」（24.4％）となっている。 

業種大分類別にみると、生活関連サービス業,娯楽業で「家族・親戚」が、学術研究,専門・

技術サービス業で「友人・知人」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.28 開業に当たっての悩みの相談先（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

その他

相談していない

民間金融機関

政府系金融機関（日本
政策金融公庫、商工

中金）

中小企業診断士

経営コンサルタント

行政機関窓口

商工会・商工会議所

先輩創業者や創業仲
間

創業時のパートナー
（共同創業者）

取引相手

家族・親戚

税理士・会計士

友人・知人

41.9 

34.0 

24.4 

16.8 

13.3 

10.5 
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6.0 
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5.1 

3.2 
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5.1 
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％
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33.3 

44.4 

33.3 

25.9 

11.1 

5.6 
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-
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3.7 

1.9 
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-

13.0 

47.4 

42.1 

5.3 

15.8 

10.5 

10.5 
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-

10.5 

10.5 

5.3 

5.3 

5.3 

10.5 

47.2 

33.3 

25.0 

13.9 
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22.2 

-

-
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-

2.8 

2.8 

11.1 

46.2 

30.8 

34.6 

15.4 

3.8 

23.1 

7.7 

-

3.8 
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-

7.7 

11.5 

0 20 40 60 80 100
％

農業，林業(n=12)

建設業(n=54)

製造業(n=19)

卸売業，小売業(n=36)

不動産業，物品賃貸業(n=26)
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-
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18.8 
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6.3 

12.5 
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-

-
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18.8 
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5.6 
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宿泊業，飲食サービス業(n=16)

生活関連サービス業，娯楽業(n=18)

医療，福祉(n=40)

サービス業（他に分類されないもの）(n=29)
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経営者の年齢別にみると、40代で「家族・親戚」や「友人・知人」が、30代以下で「税理士・

会計士」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.29 開業に当たっての悩みの相談先（複数回答）（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕
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6.8 

5.7 

9.1 
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３年以上～５年未満(n=128)

５年以上(n=96)
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（１２）開業に当たって利用した支援制度 

開業に当たって利用した支援制度は、「特にない」が64.1％と最も高く、次いで「商工会・

商工会議所への相談」（10.1％）、「先輩創業者等からの指導や創業者との交流」「創業塾・セミ

ナー」（共に8.7％）となっている。 

業種大分類別にみると、宿泊業,飲食サービス業や学術研究,専門・技術サービス業などで「特

にない」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.30 開業に当たって利用した支援制度（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

特にない

インターネット等による情
報交換を行う場所の提供

ビジネスプランコンテスト

その他

インターネット等による創
業の情報提供

（公財）栃木県産業振興セ
ンターへの相談

インキュベーションオフィス
（創業者支援のための安

価な入居施設）

行政の補助金

低利融資制度や税制上の
優遇措置

公的機関（行政窓口、よろ
ず支援拠点）への相談

商工会・商工会議所への
相談

先輩創業者等からの指導
や創業者との交流
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サービス業（他に分類されないもの）(n=27)
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経営者の年齢別にみると、60代以上で「行政の補助金」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.31 開業に当たって利用した支援制度（複数回答）（続き） 
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（１３）役に立ったと思う支援制度 

役に立ったと思う支援制度は、「特にない」が61.4％と最も高く、次いで「行政の補助金」

（10.6％）、「商工会・商工会議所への相談」「低利融資制度や税制上の優遇措置」（共に9.7％）

となっている。 

業種大分類別にみると、不動産業,物品賃貸業や建設業などで「特にない」が他と比較して

高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.32 役に立ったと思う支援制度（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種大分類別(1/2)〕 〔業種大分類別(2/2)〕

特にない

インターネット等による情
報交換を行う場所の提供
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業の情報提供

（公財）栃木県産業振興セ
ンターへの相談

インキュベーションオフィス
（創業者支援のための安

価な入居施設）

先輩創業者等からの指導
や創業者との交流

公的機関（行政窓口、よろ
ず支援拠点）への相談

創業塾・セミナー

行政の補助金

商工会・商工会議所への
相談

低利融資制度や税制上の
優遇措置
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4.0 

-

-

-

-

64.0 

0 20 40 60 80 100
％

学術研究，専門・技術サービス業(n=17)

宿泊業，飲食サービス業(n=11)
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サービス業（他に分類されないもの）(n=25)
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経営者の年齢別にみると、60代以上で「行政の補助金」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.33 役に立ったと思う支援制度（複数回答）（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕
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（１４）受けたかった支援制度 

受けたかった支援制度は、「特にない」が61.2％と最も高く、次いで「行政の補助金」（23.2％）、

「低利融資制度や税制上の優遇措置」（16.0％）となっている。 

業種大分類別にみると、建設業や卸売業，小売業などで「特にない」が、医療,福祉で「行

政の補助金」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.34 受けたかった支援制度（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、30代以下で「行政の補助金」が、40代で「低利融資制度や税制上

の優遇措置」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「行政の補助金」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．2.35 受けたかった支援制度（複数回答）（続き） 
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３．創業後の状況について 

 

（１）創業後の満足度 

 

〔収入に関する創業後の満足度〕 

収入に関する創業後の満足度は、「やや満足」が32.8％と最も高く、次いで「どちらともい

えない」（30.2％）、「満足している」（19.8％）となっている。 

業種大分類別にみると、医療,福祉や不動産業,物品賃貸業で「やや満足」が、学術研究,専

門・技術サービス業や卸売業,小売業で「どちらともいえない」が他と比較して高くなってい

る。 

経営者の年齢別にみると、30代以下で「やや満足」が、50代で「どちらともいえない」が他

と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「満足している」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.1 収入に関する創業後の満足度 
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〔業務内容に関する創業後の満足度〕 

業務内容に関する創業後の満足度は、「やや満足」が38.7％と最も高く、次いで「満足して

いる」（30.0％）、「どちらともいえない」（21.6％）となっている。 

業種大分類別にみると、製造業や医療,福祉で「やや満足」が、学術研究，専門・技術サー

ビス業や不動産業，物品賃貸業で「満足している」、建設業で「どちらともいえない」が他と

比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「満足している」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.2 業務内容に関する創業後の満足度 
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〔社会的評価に関する創業後の満足度〕 

社会的評価に関する創業後の満足度は、「どちらともいえない」が32.6％と最も高く、次い

で「やや満足」（31.6％）、「満足している」（28.3％）となっている。 

業種大分類別にみると、卸売業,小売業や不動産業,物品賃貸業で「どちらともいえない」が、

サービス業（他に分類されないもの）や医療,福祉で「やや満足」が、学術研究，専門・技術

サービス業で「満足している」が他と比較して高くなっている。 

経営者の年齢別にみると、50代で「どちらともいえない」が、30代以下で「やや満足」が他

と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年以上～５年未満で「どちらともいえない」が他と比較して高く

なっている。 

 

図－Ⅱ．3.3 社会的評価に関する創業後の満足度 
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（２）開業後に直面した課題 

開業後に直面した課題は、「人材の確保」が45.2％と最も高く、次いで「一般的な経営知識

（財務・税務・会計含む）の習得」（31.4％）、「顧客や販路の確保」（30.4％）となっている。 

業種大分類別にみると、医療,福祉や宿泊業,飲食サービス業などで「人材の確保」が、学術

研究,専門・技術サービス業や医療,福祉で「一般的な経営知識（財務・税務・会計含む）の習

得」などが他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.4 開業後に直面した課題（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、30代以下で「人材の確保」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「事業特有の専門知識・資格の習得」が他と比較して高

くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.5 開業後に直面した課題（複数回答）（続き） 
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（３）開業後に利用した支援制度 

開業後に利用した支援制度は、「特にない」が51.4％と最も高く、次いで「行政の補助金」

（17.6％）、「商工会・商工会議所への相談」（14.9％）となっている。 

業種大分類別にみると、不動産業,物品賃貸業で「特にない」が、建設業で「商工会・商工

会議所への相談」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.6 開業後に利用した支援制度（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、30代以下で「商工会・商工会議所への相談」が、40代で「低利融

資制度や税制上の優遇措置」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年以上～５年未満で「特にない」が、５年以上で「行政の補助金」

や「商工会・商工会議所への相談」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.7 開業後に利用した支援制度（複数回答）（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔経営者の年齢別〕 〔創業後年数別〕

行政の補助金

商工会・商工会議所への
相談

低利融資制度や税制上の
優遇措置

先輩創業者等からの指導
や創業者との交流

公的機関（行政窓口、よろ
ず支援拠点）への相談

インターネット等による情
報提供

創業後の業種別セミナー

展示会やイベント等への
出展支援

（公財）栃木県産業振興セ
ンターへの相談

ビジネスマッチング（商談
機会・場の提供）

コーディネーター等専門
家派遣

商品・サービスの宣伝・ＰＲ

ビジネスプランコンテスト

プレゼンテーションに関す
るセミナー

インターネット等による情
報交換を行う場所の提供

インキュベーションオフィス
（創業者支援のための安

価な入居施設）

その他

特にない

22.2 

24.4 

6.7 

20.0 

4.4 

2.2 

6.7 

6.7 

8.9 

4.4 

6.7 

-

2.2 

-

-

-

2.2 

44.4 

16.9 

18.3 

21.1 

14.1 

9.9 

4.2 

5.6 

5.6 

-

4.2 

4.2 

5.6 

1.4 

1.4 

-

1.4 

-

52.1 

16.9 

11.2 

11.2 

5.6 

7.9 

6.7 

4.5 

2.2 

4.5 

4.5 

3.4 

1.1 

2.2 

1.1 

2.2 

1.1 

2.2 

51.7 

16.7 

10.7 

9.5 

6.0 

10.7 

7.1 

3.6 

6.0 

3.6 

2.4 

2.4 

3.6 

-

-

-

-

4.8 

53.6 

0 20 40 60 80 100
％

３０代以下(n=45)

４０代(n=71)

５０代(n=89)

６０代以上(n=84)

13.3 

15.7 

15.7 

12.0 

6.0 

4.8 

7.2 

6.0 

3.6 

1.2 

1.2 

2.4 

2.4 

-

1.2 

1.2 

1.2 

51.8 

12.7 

10.2 

7.6 

10.2 

7.6 

5.1 

5.9 

2.5 

3.4 

4.2 

2.5 

2.5 

0.8 

0.8 

0.8 

0.8 

3.4 

56.8 

28.0 

20.4 

15.1 

7.5 

10.8 

7.5 

2.2 

5.4 

4.3 

5.4 

7.5 

4.3 

1.1 

1.1 

-

-

2.2 

44.1 

0 20 40 60 80 100
％

３年未満(n=83)

３年以上～５年未満(n=118)

５年以上(n=93)



61 

（４）今後利用したい支援制度 

今後利用したい支援制度は、「特にない」が44.3％と最も高く、次いで「行政の補助金」

（30.8％）、「低利融資制度や税制上の優遇措置」（21.5％）となっている。 

業種大分類別にみると、卸売業，小売業やサービス業（他に分類されないもの）で「特にな

い」が、医療,福祉で「行政の補助金」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.8 今後利用したい支援制度（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、40代や50代で「低利融資制度や税制上の優遇措置」が他と比較し

て高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年以上～５年未満で「特にない」が、５年以上で「行政の補助金」

が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.9 今後利用したい支援制度（複数回答）（続き） 
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（５）創業の前後に不安に感じていたこと・感じていること 

 

〔創業前に不安に感じていたこと・感じていること〕 

創業前に不安に感じていたこと・感じていることは、「収入の減少・生活の不安定化」と「事

業の成否」が39.8％と最も高く、次いで「失敗したときの負債（借入金・個人保証）の返済」

（25.7％）となっている。 

業種大分類別にみると、卸売業,小売業や不動産業,物品賃貸業などで「収入の減少・生活の

不安定化」が、医療,福祉やサービス業（他に分類されないもの）などで「事業の成否」が他

と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.10 創業前に不安に感じていたこと・感じていること（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、40代や50代などで「収入の減少・生活の不安定化」が、30代以下

で「事業の成否」や「失敗したときの負債の返済」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「収入の減少・生活の不安定化」が他と比較して高くな

っている。 

 

図－Ⅱ．3.11 創業前に不安に感じていたこと・感じていること（複数回答）（続き） 
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〔創業後に不安に感じていたこと・感じていること〕 

創業後に不安に感じていたこと・感じていることは、「自分の健康や気力の持続」が32.6％

と最も高く、次いで「事業の成否」（31.6％）、「収入の減少・生活の不安定化」（25.3％）とな

っている。 

業種大分類別にみると、製造業や学術研究,専門・技術サービス業などで「自分の健康や気

力の持続」が、サービス業（他に分類されないもの）で「事業の成否」が、学術研究,専門・

技術サービス業や医療,福祉で「収入の減少・生活の不安定化」が他と比較して高くなってい

る。 

 

図－Ⅱ．3.12 創業後に不安に感じていたこと・感じていること（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、30代以下や40代で「事業の成否」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「自分の健康や気力の持続」が他と比較して高くなって

いる。 

 

図－Ⅱ．3.13 創業後に不安に感じていたこと・感じていること（複数回答）（続き） 
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（６）これまでに取り組んだ販路開拓の方法 

これまでに取り組んだ販路開拓の方法は、「ホームページの作成」が48.9％と最も高く、次

いで「チラシ・ＤＭの作成」（31.7％）、「知人・友人に紹介を依頼」（27.8％）となっている。 

業種大分類別にみると、生活関連サービス業,娯楽業や医療,福祉などで「ホームページの作

成」が、サービス業（他に分類されないもの）や医療,福祉で「チラシ・ＤＭの作成」が、不

動産業,物品賃貸業や学術研究,専門・技術サービス業で「取引先に紹介を依頼」が他と比較し

て高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.14 これまでに取り組んだ販路開拓の方法（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、30代以下で「ホームページの作成」や「チラシ・ＤＭの作成」が

他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、５年以上で「ホームページの作成」や「チラシ・ＤＭの作成」が他

と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.15 これまでに取り組んだ販路開拓の方法（複数回答）（続き） 
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（７）販路開拓の上での課題 

販路開拓の上での課題は、「新規顧客の確保」が53.1％と最も高く、次いで「販路開拓を行

う人材の不足」（30.5％）、「市場・顧客ニーズの把握」（24.0％）となっている。 

業種大分類別にみると、医療,福祉や学術研究,専門・技術サービス業で「新規顧客の確保」

が、建設業で「販路開拓を行う人材の不足」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.16 販路開拓の上での課題（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、40代で「新規顧客の確保」が、30代以下や40代で「販路開拓を行

う人材の不足」が他と比較して高くなっている。 

創業後年数別にみると、３年未満で「新規顧客の確保」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.17 販路開拓の上での課題（複数回答）（続き） 
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（８）販路開拓以外での事業の継続・成長に向けた課題 

販路開拓以外での事業の継続・成長に向けた課題は、「人材確保」が61.8％と最も高く、次

いで「人材育成」（43.7％）、「資金調達」（20.5％）となっている。 

業種大分類別にみると、宿泊業,飲食サービス業や建設業などで「人材確保」が、医療,福祉

や建設業で「人材育成」が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.18 販路開拓以外での事業の継続・成長に向けた課題（複数回答） 
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経営者の年齢別にみると、30代以下で「人材確保」や「人材育成」が、40代で「資金調達」

が他と比較して高くなっている。 

 

図－Ⅱ．3.19 販路開拓以外での事業の継続・成長に向けた課題（複数回答）（続き） 
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